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序　　文

　インドネシア共和国では近年、経済が急速に成長する反面、社会福祉・保健医療等の社会イン

フラ整備が立ち遅れ、なかでも全人口の3.1％（約600万人）に達する障害者のリハビリテーショ

ン未整備が目立っている。このため同国政府は、障害者に対して一般雇用に結びつく職業訓練を

行う職業リハビリテーションシステムの構築をめざし、我が国の無償資金協力を得て「国立障害

者職業リハビリテーションセンター（NVRC）」を建設した。インドネシア政府はこれと併せて、

先に実施されたパイロットプロジェクト「ソロ身体障害者職業リハビリテーションセンター」計

画の成果を踏まえ、身体障害者の雇用・労働市場に関する調査研究等を進めたいとして、NVRC

の運営に係る人材育成を目的としたプロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は1997年４月に事前調査、同８月から９月にかけて長期調査を行

い、細部にわたる計画の詰めを行ったうえで1997年11月に実施協議調査団を派遣した。これによ

り先方政府と討議議事録（R/D）の署名を取り交わし、1997年12月より５年間の計画で本プロジェ

クトが開始した。

　しかしながら1997年のアジア経済危機、1998年５月の大統領選挙に絡む政治的混乱等により、

プロジェクト運営・管理に多少の影響が見られたため、当事業団は1999年10月10日から同17日ま

で、労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐　奥村伸人氏を団長とする運営指導調査団を現地

に派遣した。

　本報告書は、同調査団の調査・協議内容を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開に広

く活用されることを望むものである。

　ここに、調査団・協議にあたられた各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、労働省、雇用・

能力開発機構、日本障害者雇用促進協会、在インドネシア日本大使館など、内外関係者機関の方々

に深く謝意を表するとともに、今後とも一層のご支援をお願い申し上げる次第である。

　平成11年11月

国際協力事業団

社会開発協力部部長　田中　由美子
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１．運営指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　近年、インドネシア共和国では急速な経済成長の反面、社会福祉・保健医療等の社会インフラ

整備は立ち遅れが目立ち、全人口の3.1％（約600万人）が障害者であるにもかかわらず、リハビ

リテーション体制の未整備のため、障害者の社会的地位は低いままになっている。

　このような状況の中でインドネシア国政府は、障害者に対して一般雇用に結びつく職業訓練を

行う職業リハビリテーションのシステムを整備することとし、その中心センターとなる国立障害

者職業リハビリテーションセンター（NVRC）の設立について無償資金協力及びプロジェクト方

式技術協力を我が国に要請してきた。

　一方、NVRCに先立ち国際協力事業団は、パイロットプロジェクトとして中部ジャワ地域で「ソ

ロ身体障害者リハビリテーションセンタープロジェクト」（ソロ・プロジェクト）を実施してお

り（1994年12月～1997年12月）、職業リハビリテーションシステムの導入・開発、職業訓練（縫

製、コンピューター）を試行的に実施し、その成果はNVRCにおいて全国的に展開されることに

なっている。

　NVRC施設については、無償資金協力により建設され、1997年12月に竣工、インドネシア側に

引き渡された。これを受けて、本プロジェクトはNVRCにおいてソロ・プロジェクトの終了後直

ちに協力を開始した。

　本プロジェクトの内容は、ソロ・プロジェクトの経験を踏まえてインドネシア国内全域の障害

者を対象とする募集・評価・就職斡旋システムの確立、５つの職業訓練コース（金属加工、電子、

印刷、縫製、コンピューター）の実施、他の公立リハビリテーションセンター職員等に対する職

員研修、身体障害者の雇用・労働市場等に関する調査・研究からなる。

　1997年４月に事前調査、同年９月に長期調査を行って協力内容を検討し、その結果を踏まえて

1997年11月、実施協議調査団により討議議事録（Record of Discussions: R/D）が署名・交換され、

プロジェクトは順調に実施へと移行した。

　しかしながらその後1998年５月、インドネシア国内では大統領選挙に絡む暴動による政治的混

乱やアジア経済危機による混乱などが生じ、NVRCもその影響を受けた。これらはNVRC職員の

配置の遅れや予算の削減、予算執行の不透明さに表れ、プロジェクト活動の円滑な進捗に影響を

及ぼしている。

　今般、これら混乱が沈静化し、無事に第１期訓練卒業生を送り出しはしたものの、まだ混乱の

余波が認められることから、プロジェクト活動の確認、インドネシア側実施体制の確認、訓練実

施状況の確認などを目的に、運営指導調査団を派遣した。
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１－２　調査団の構成

○総括（団長）

奥村伸人、労働省　職業能力開発局　海外協力課課長補佐

Mr. Nobuto Okumurarl Leader, Deputy Director, Overseas Cooperation Division, Human

Resources Development Bureau, Ministry of Labour

○団員（協力企画）

水口佳樹、国際協力事業団　社会開発協力部　社会開発協力第一課

Mr. Yoshiki Mizuguchi, Cooperation and Planning; Staff, First Technical Cooperation

Division, Social Development Cooperation Department. JICA

１－３　調査日程

日順 月　日 曜日 移　動　及　び　業　務

１ 10月 10 日 日 成田→ジャカルタ（JL725）

２ 10月 11 日 月  9:00　JICA インドネシア事務所打合せ

11:00　在インドネシア日本大使館表敬

12:00　社会省社会リハビリテーション総局表敬

15:30　国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）表敬・

　　　 訓練状況調査

３ 10月 12 日 火  9:00　日本人専門家と打合せ

14:00　NVRC と協議

４ 10月 13 日 水 10:00　社会省社会リハビリテーション総局・NVRC と協議(於 NVRC)

16:00　国家開発企画庁（BAPPENAS）表敬

５ 10月 14 日 木 午前 　資料整理

14:00　社会省社会リハビリテーション総局と協議

　　　 ミニッツ署名・交換

６ 10月 15 日 金  9:30　労働省職業訓練指導養成センター（CEVEST）訓練状況見学

15:00　JICA インドネシア事務所報告

夜 　　ジャカルタ発（奥村団長）（JL726）

７ 10月 16 日 土 朝 　　成田着（奥村団長）

終日 　資料整理（水口団員、以下同じ）

夜 　　ジャカルタ→シンガポール（SQ161）

　　　 シンガポール発（JL710）

８ 10月 17 日 日 朝 　　成田着
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１－４　主要面談者

(1) 社会省社会リハビリテーション総局

H. Ruchadi Director General

Pubji Hastuti Secretary for Director General

H. Sedyo Muljo Director of Rehabilitation for the Disabled People

Sri Kastilah Director of Rehabilitation for the Ex-Narcotic and Delinquency

Rela Bakti Karo-Karo Director of Rehabilitation Socially Disabled

(2) 国立障害者職業リハビリテーションセンター

Abdul Rifai Mas Director

Darmawi Rani Division Head of Administration Affairs

Sumarsono Division Head of Vocational Rehabilitation

Tri Hananingsih Division Head of Sraff Training

Muh.Sanusi Division Head of Research Development

Syamsuri Functional Staff

Hartono, S. Sos Functional Staff

Suryadi, SH Head of Finance Sub Division

Iwan Setiawan Head of General Affairs Sub Division

Priyono, SH Head of Personnel Sub Division

R. Hetty Herdiati Section Head of Program Planning and

Vocational Evaluation Sub Division

Mardiyanto Section Head of Vocational Training Sub Division

Muh. Roji Section Head of Resocialization and Aftercare Sub Division

Sri Sasongko Section Head of Rehabilitation Auxiliary Equipment Skill

Training Sub Division

Saudah Nawawi Section Head of General Skill Training Sub Division

Eja Tejaningsih Section Head of Program Planning and Training Evaluation

Sub Division

Maringan Simarmata Section Head of Instructors Research and Development

Sub Division

Kufli Eka Prasetia Section Head of Vocational Research and Development

Sub Division

Santi Nurhayati Staff of General Affairs Sub Division

Soekirno Functional Staff
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(3) 日本大使館

嶋崎　　郁 参事官

塚本　勝利 一等書記官

(4) JICAインドネシア事務所

米田　一弘 次長

鵜尾　雅隆 所員

(5) 国立障害者リハビリテーションセンタープロジェクト

水谷　　暉 チーフアドバイザー

田中　和彦 業務調整員

中村　通男 職業訓練（印刷）

鈴木　瑞也 職業指導・評価

谷口　大司 職員研修

金子　文雄 職業訓練（電子）
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２．要約

　本運営指導調査団は、1999年10月10日から同16日までインドネシア共和国に滞在して、インドネ

シア側と国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）プロジェクトに係る調査・協議を

行い、合意の結果をミニッツ（付属資料１．）に取りまとめて署名を取り交わした。

　本プロジェクトは、インドネシア国内に身体障害者の職業リハビリテーションセンターを確立

し、身体障害者の就職を促進することを目的として、センター職員と日本人専門家が技術移転に

取り組んでいる。当センターは1997年12月に公式開所し、1999年３月には第１期の訓練生が訓練

過程を修了して卒業した。現在は第２期の職業訓練が５つのコース（金属加工、電子、印刷、縫

製、コンピューター）で行われている。

　プロジェクトでは、センターの運営体制への支援、職業指導評価に係る技術移転、職業訓練に

係る技術移転がおおむね順調に行われているが、広域職業紹介システム再構築の足がかりとなる

調査研究予算、職員研修予算の大幅な不足をはじめ、プロジェクト・サイクル・マネージメント

（PCM）手法の浸透不足など、いくつかの問題点が明らかになっている。

　本調査では、プロジェクトの現状を確認し、運営上の問題点を解決するための方策を関係者と

協議するとともに、インドネシア社会省、国家開発企画庁（BAPPENAS）、NVRCなど関係者に

対し、課題の解決に必要な申し入れを行った。その主な内容は以下の３点である。

(1) 予算確保の確実性の推進及び予算措置の不透明さの解消

(2) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の尊重

(3) 職業リハビリテーションシステムの確立に対する社会省内部の調整

　これらについて解決策を提示し、インドネシア側と協議のうえ、合意事項をミニッツに取りま

とめた。また、これまでの双方の投入を確認し、今後のプロジェクト活動推進に係る計画につい

て協議を行った。
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３．投入実績

３－１　インドネシア側投入

(1) 組織

　国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）は、1998年７月17日付で国家行政組

織庁（MENPAN）より正式に承認された。社会省はこれを受けて1998年９月14日付で４部12

課の組織を正式に決定した（図3-1参照）。

　当初は６部の設置を予定していたが、MENPANとの折衝により、予算の効率化と簡素化、

政府職員の増加抑制（ゼロ成長政策）、スリム化などを理由に４部の決定となった。部課は削

減されたが、機能、タスク、活動、職員数についての削減はない。また、組織承認として通常

のセンターはEselon II-bもしくはEselon IIIであるのに対して、NVRC所長はEselon II-aク

ラスが配置されており、これは社会本省の局長クラスと同等である。さらに組織承認の申請か

ら承認までは通常２～３年必要であるのに対し、NVRCの承認はわずか６か月であったことか

らも、インドネシア側がNVRCを重要と考えていることがうかがえる。

(2) 施設

　本プロジェクトの活動拠点となる施設は、ジャカルタより南に約55㎞、チビノン市にある国

立障害者職業リハビリテーションセンターである。センターは無償資金協力により建設され、

1997年12月にインドネシア側に正式に引き渡された。

　敷地の広さは約５万㎡であり、施設内には各分野のワークショップ、図書館、食堂、訓練生

用の寮を始め、講堂や職員研修用の宿舎なども用意されている。訓練生用の寮は100名を受入

れられる施設となっており、職員研修用宿舎についても36名が入所できる。施設は車椅子の訓

練生も訓練が受けられるようにバリアフリーとなっており、手摺りなども設置されている。し

かし、シャワー施設については車椅子対応となっておらず、調査時には改築を行っていた。

(3) カウンターパート配置

　カウンターパート配置については、1999年９月１日現在で、111名が配置されている。この

数字は当初予定を満たしており、インドネシア側の努力が認められる。

　ただし、1998年５月に起こった政変によってインドネシア国内の行政が混乱を来たし、正式

な決定は遅れ、順次辞令が発出されるという形となった。正式には部長４名の発令が1998年12

月９日、所長発令が1999年１月12日、課長発令は２月５日であり、職員は順次発令されていっ

た。

　カウンターパート配置表を表3-1に示す。
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図3-1　インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンター　組織図
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(4) 予算

　NVRCに対する予算配分は1998/1999年（インドネシア予算年度は1998年４月から1999年３

月まで）が21億7000万ルピア、1999/2000年が20億4000万ルピアであった。これは人件費を除

いた数字である。

表3-1　インドネシア国立障害者職業リハビリテーションセンターC/P一覧表

（1999 年 10 月）

№ 名　　　　前 年令 職　　　　位 最終学歴/専門

1 Drs. Abdul Rifai Mas 50 所長 インドネシア大学、社会政治学

2 Drs. Darmawi Rani 49 総務部長 インドネシア社会福祉大学

3 Drs. Sumarsono 53 職業リハビリ部部長 バンドン社会福祉大学

4 Drs. Hetty Herdiati 36 訓練計画、評価課課長 バンドン社会福祉大学

5 Drs. Ridwan 35 同課職員 バンドン社会福祉大学

6 Drs. Iswara Handayani 35 同課職員 ガジャマダ大学、心理学

7 Drs. Cup Santo 33 同課職員 バンドン社会福祉大学

8 Mr. Asep Suparman S. 31 同課職員 バンドン社会福祉大学

9 Dra. Wandansari S. 33 同課職員 スブラスマル大学、教育学

10 Mr. Maman 35 同課職員 工業高校

11 Mr. Hasan Nurdin, AKS 33 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

12 Dra. Mardiyanto 39 職業訓練課課長 スブラスマル大学、社会教育学

13 Dra. Reddy Nugraha 37 同課職員 社会政治単科大学、社会学

14 Dra. Lisdiana 34 同課職員 バンドン社会福祉大学

15 Dra. Muh Roji 44 社会復帰課課長 スブラスマル大学、社会教育学

16 Mr. Yatino 37 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

17 Mr. Ibnu Sukamta 36 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

18 Mr. Djunaedi 50 同課職員 商業高校

19 Drs. Moch Toif 33 同課職員 バンドン社会福祉大学

20 Mr. Wahyoedi AKS 36 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

21 Mr. Dadi Supriyadi 35 同課職員 普通高校

22 Ir. Sukirno 43 機械加工指導員 ダルルウルム大学、機械工学

23 Mr. Rispandi 50 機械加工指導員 中学卒

24 Mr. Joko Triono 35 機械加工指導員 工業高校

25 Mr. Edy Nurhandoyo 36 溶接指導員 工芸高校

26 Mr. Joko Mintoaji 52 溶接指導員 バダン普通高校、社会経済

27 Mr. Herman Suherman 31 小型エンジン指導員 工業高校、機械工学

28 Mr. Safrukin 33 小型エンジン指導員 工業高校、建築工学

29 Mr. Kaspar Simarmata 36 電子指導員 メダン工業高校、電気工学

30 Mr. Paulus Sukarja 40 電子指導員 社会活動高校

31 Mr. Widodo Hartono 40 電子指導員 社会活動高校

32 Drs. Edy Susanto 35 電子指導員 バンドン社会福祉大学

33 Mr. Sumarno Wibowo 32 印刷指導員 バンドン社会福祉単科大学

34 Mr. Suhartono 29 印刷指導員 普通高校

35 Mr. Moh Basri 33 印刷指導員 工業高校
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36 Mr. Mursanyoto 45 印刷指導員 普通高校、自然科学

37 Drs. Mardiyanto 39 コンピューター導員 スブラスマル大学、社会教育学

38 Mr. Isnanto 46 コンピューター指導員 ムハマディア大学、教育学、数学

39 Mr. Agus Komendangi 41 コンピューター指導員 サムラトゥランギ大学、管理学

40 Mr. Achmad Hidayat 37 コンピューター指導員 普通高校

41 Mr. Agus Hardianto 24 コンピューター指導員 バンドン社会福祉大学

42 Mr. Suripno 45 縫製指導員 工業高校、建築工学

43 Dra. Laela Sari 35 縫製指導員 バンドン社会福祉大学

44 Ms. K.Supartinah 36 縫製指導員 普通高校

45 Mr. Achmad Khotib 47 縫製指導員 高校卒

46 Mr. Syahrul 31 縫製指導員 バダン工業高校、エンジン工学

47 Dra. Tri Hananingsih 49 職員研修部部長 ジャカルタ教育大学、教育学

48 Dra. Eja Tejaningsih 36 研修計画、評価課課長 ジャカルタ教育大学、社会教育学

49 Dra. H.Tedi T Utjup 37 同課職員 バンドン社会福祉大学

50 Dra. Neneng Heryani 36 同課職員 バンドン社会福祉大学

51 Dra. Ida Hanarida 32 同課職員 バンドン社会福祉大学

52 Mr. Heri Darmansyah 33 同課職員 バンドン社会福祉大学

53 Ms. Sri Mulyadi 42 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

54 Drs. Sri Sasongko 33 リハビリ研修課課長 ソロ教育大学

55 Ms. R. Yayan Sofyan 34 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

56 Dra. Saudah Nawawi 42 一般研修課課長 バンドン社会福祉大学

57 Dra. Wisnu Suharto 33 同課職員 バンドン社会福祉大学

58 Dra. Dhiah Roosmalawati 35 同課職員
ジャグジャカルタ教育大学、

社会教育学

59 Dra. Muh Sanusi 43 調査研究部部長
ウジュンパンダン教育大学、

社会教育学

60 Dra. Kufti Eka Prasetia 35 職業調査課課長 バンドン社会福祉大学

61 Mr. Yana Rubiyana 31 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

62 Drs. Maringan Simarmata 39 同課職員
スブラスマル大学、行政科、

社会政治学

63 Dra. Lestari 34 同課職員 スブラスマル大学、障害者福祉

64 Drs. Asep Saefullah 35 同課職員 バンドン社会福祉大学

65 Mr. Illiyin S. 32 同課職員 バンドン社会福祉大学

66 Mr. I Wayan Gelgel S. 37 同課職員 バンドン社会福祉大学

67 Mr. Achmad Syarif 35 同課職員 バンドン社会福祉単科大学

68 Drs. Slamet Sudiyono 34 同課職員 バンドン社会福祉大学

69 Dra. Redia Napitupulu 51 社会復帰調査課課長 バンドン社会福祉大学

70 Drs. Susanto Asbudi 40 専門職 クリスナドゥパヤナ大学、経済学

＊総務部職員、専門職を除く。

＊総職員数 111 名のうち 77 名が大学卒で、バンドン社会福祉大学が 51 名、その他の大学が 26 名となっている。
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３－２　日本側投入

(1) 専門家派遣

１）長期専門家

　1999年10月１日現在で下記分野にわたる７名の長期専門家を派遣している。氏名、専門分

野、派遣期間及び本邦所属先を表3-2に示す。

表3-2　長期専門家

２）短期専門家

　1997年12月にプロジェクトが開始されてから1999年10月１日現在まで下記分野にわたる６

名の短期専門家が派遣された。氏名、専門分野、派遣期間及び本邦所属先を表3-3に示す。

表3-3　短期専門家

(2) 機材供与

　1999年10月１日現在で国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）に供与した機

材額は合計約１億円である。1998年度供与機材として、本邦調達約4300万円、現地調達約5700

万円である。また1999年度の供与機材として本邦調達3100万円、現地調達約1200万円、合計

4300万円を予定している。1998年度供与機材内訳は附属資料３．「供与機材リスト」を参照さ

れたい。

氏　　名 専 門 分 野 派 遣 期 間 本 邦 所 属 先

水谷　　暉 チーフアドバイザー 98. 1.12～2000. 1.11 なし

田中　和彦 業務調整 97.12.20～  99.12. 9 日本国際協力センター

鈴木　瑞也 職業指導・評価 98. 1.12～2000. 1.11 日本障害者雇用促進協会

磯井　　理 職業指導（金属加工） 98. 4.10～2000. 4. 9 雇用・能力開発機構１

中村　通男 職員訓練（印刷） 98. 7. 6～2000. 7. 5 雇用・能力開発機構

谷口　大司 職員研修 98.10.22～2000.10.21 日本障害者雇用促進協会

金子　文雄 職業訓練（電子） 99. 8.18～2001. 8.17 なし

氏  名 専 門 分 野 派 遣 期 間 本 邦 所 属 先 

大橋 康典 職業訓練（コンピューター） 98. 2.10～98. 3.31 雇用促進事業団（当時） 

高橋 昌恵 職業訓練（縫製） 98. 2.20～    3.20 なし 

工藤  正 調査・研究 98. 7.27～98. 9. 5 日本障害者雇用促進協会 

金子 文雄 職業訓練（電子） 98.10. 6～98.12.25 雇用促進事業団（当時） 

中村 憲行 職業訓練（金属加工） 98. 9.29～98.11.27 雇用促進事業団（当時） 

緒方昭一郎 職業指導・評価 99. 2.22～99. 3.14 日本障害者雇用促進協会 

 

１　雇用促進事業団は1999年10月１日より雇用・能力開発機構に名称を変更した。
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(3) 研修員受入

　1997年度研修員受入実績は４名、1998年度研修員受入実績は５名である。また1999年度は６

名の受入予定であり、1999年10月現在、６名全員が日本国内で研修を行っている。それぞれの

氏名、研修分野、研修期間、日本側受入機関を表3-4に示す。

表3-4　研修員受入実績

1997 年度 

氏  名 研 修 分 野 受 入 期 間 本邦受入機関 

Sukirno 職業訓練（金属加工） 98. 2. 5～98. 3.28 雇用促進事業団 

Edy Nurhandoyo 職業訓練（金属加工） 98. 2. 5～98. 3.28 雇用促進事業団 

Paulus Sukarja 職業訓練（電子） 98. 2. 5～98. 3.28 雇用促進事業団 

Widodo Hartono 職業訓練（電子） 98. 2. 5～98. 3.28 雇用促進事業団 

 

1998 年度 

氏  名 研 修 分 野 受 入 期 間 本邦受入機関 

Isewara Handayani 職業指導・評価 98. 9.16～98.11.15 日本障害者雇用促進協会 

Susanto Asbudi 調査・研究 98. 9.16～98.11.15 日本障害者雇用促進協会 

Kaspar Simarmata 職業訓練（電子） 98. 9.28～98.12.22 雇用促進事業団 

Joko Mintoaji 職業訓練（金属加工） 98. 9.28～98.12.22 雇用促進事業団 

H.Ruchadi 職業リハビリ行政 98.12. 7～98.12.16 労働省 

 

1999 年度 

氏  名 研 修 分 野 受 入 期 間 本邦受入機関 

Yation 職業評価アフターケア 99. 9. 9～99.11.19 日本障害者雇用促進協会 

Sri Mulyadi 職員研修 99. 9. 9～99.11.19 日本障害者雇用促進協会 

Sumarno Wibowo 職業訓練（印刷） 99. 9. 9～99.11.19 日本障害者雇用促進協会 

Agus Komendangi 職業訓練（コンピューター） 99. 9.27～99.12.25 雇用・能力開発機構 

Syahrul 職業訓練（縫製） 99. 9.27～99.12.25  

Safrukiu 職業訓練（金属加工） 99. 9.27～99.12.25 雇用・能力開発機構 
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４．プロジェクトの現状

４－１　総括

　1999年当初以降、国立障害者職業リハビリテーションセンター（NVRC）プロジェクトの問題

点として、以下が指摘されていた。

(1) 1998年12月から1999年２月下旬にかけてNVRC職員の人事発令があり、カウンターパート

の大幅な交代がなされた結果、いくつかの分野では技術移転が一旦振り出しに帰した。

(2) 1999年度のインドネシア政府の開発予算において、調査研究部門、職員研修部門の予算が

大幅に減額（前年度の10分の１）され、十分な活動ができなかった。

(3) 1999年度から本格化した職業訓練では、必要な教材、備品、消耗品などが購入できず、指

導員への技術移転ができなかった。

　さらに特別現地業務費など日本からの緊急的支援を安易に求める姿勢についても報告されてい

た。

　本運営指導調査団は、これらの問題をできるだけ早期に解決し、2000年度以降の予算措置にお

ける改善を図ることなどにより、今後は円滑に技術移転が実施できることを主たる目的として派

遣されたものである。

　本調査団は、NVRC予算の不足、社会省－NVRCにおけるPCMの浸透不足、インドネシア国に

おける広域職業紹介システムの再構築などを焦点として、インドネシア側と調査・協議を行った。

　このうち予算の不足に関しては、1999年度６月に社会省－NVRCが財政当局に対し予算を増額

して要求しているが、財政当局ではこれから審査、査定する段階であった。調査団は、インドネ

シア開発予算を所管する国家開発企画庁（BAPPENAS）に対し、調査研究、職員研修部門の理解

を求めたところであるが、最終的にはインドネシア側予算の査定結果を待たざるを得ない。

　他方、PCMの浸透不足、インドネシア国における広域職業紹介システムの再構築などの問題に

ついては、日本側とインドネシア側関係者の間で、今後取り組むべき課題、方向性が協議された。

これらはプロジェクトの運営の基盤となる重要なテーマであり、今後さらに日本人専門家、社会

省－NVRCとの間で協議を重ねることによって、具体化されるものである。

４－２　職業訓練（コンピューター・縫製部門）

　国立障害者職業リハビリテーション部が行う職業訓練のうち、コンピューター、縫製の２科は、

インドネシア側に技術の蓄積があることから、日本人長期専門家が派遣されていない。

　NVRCにおいては、1998年６月末からコンピューターと縫製の２科目で職業訓練が正コースと
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して実施され、1999年３月末に第１期生がそれぞれ17名、19名修了した。就職決定者は、コン

ピューター５名、縫製18名である。この数字をめぐっては、低いとする評価と、厳しいインドネ

シア経済情勢を考えると必ずしも低くはないとする評価がある。しかしながら、修了生に対する

就職斡旋がNVRCにおいて積極的に行われたとは言い難く、職業リハビリテーション部における

今後の問題として指摘された。

４－３　職業訓練（金属加工、電子、印刷部門）

　これらの３科は、日本人長期専門家から指導員への技術移転の後、1999年６月に開講した。訓

練生数は、金属加工20名、電子16名、印刷21名である。

　３科を通じ、実習用資機材や消耗品、諸機材を購入する訓練機材費の予算の欠乏によって、技

術移転に大きな支障が生じていたため、経済危機への緊急援助（LLDC特別現地業務費）、機材供

与計画と専門家の携行機材の弾力的運用、一般現地業務費など日本からの緊急避難的な支援措置

を行わざるを得なかった。

　また、日本の無償資金協力によって先行供与された機械設備に関し、必要な工具や機械の刃部

などが欠けていたことが、上記の点をより大きな問題とした。

４－４　調査・研究部門及び職員研修部門

　調査研究部門は、ジャカルタ広域首都圏の潜在労働力としての障害者に関する調査、障害者の

労働市場と職種に関する調査、訓練カリキュラムの開発を行っている。

　また職員研修部門は、NVRC、他の７つの身体障害者リハビリテーションセンターの社会省職

員に対する研修を行っている。

　1999/2000年度にBAPPENASは、これらの２部門の事業費に対する開発予算を著しく少額に査

定した。

　調査団は、２部門の事業費はNVRCにおけるリハビリテーションシステムの確立とインドネシ

ア広域における身体障害者の就職促進のために不可欠であること、インドネシア側においては機

材費を含めプロジェクトの運営に日本側の援助を頼る傾向がみられることを、社会省及び

BAPPENASに対し指摘した。また、2000/2001年度の２部門の事業費については財政当局の理解

が重要であることから、担当者にセンターの視察をしてもらうなど、必要な働きかけを考えるよ

う申し入れた。

　今後明らかになる2000/2001年度開発予算の査定結果は、今後のプロジェクト運営に大きな影響

を与えるものとして注視される。
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５．プロジェクト活動の推進に係る問題点と解決策

５－１　予算

(1) 現状

　1997年に起きたアジア経済危機による経済的な混乱と1998年５月に起きた大統領選挙に絡む

暴動・政情不安定により、インドネシア国内は経済的な厳しい状況が続いている。これによる

影響は官・民をはじめ、国民の生活環境にまで及んでいる。国立障害者職業リハビリテーショ

ンセンター（NVRC）もその影響を受けており、予算配分・執行が不透明な状態となってい

る。具体的には職業訓練用の資機材の不足や職業紹介などに必要な活動資金の不足、訓練生の

旅費、食費の不足という形で表れている。また予算配分の面では1998/1999年の予算査定につ

いて、本プロジェクト活動の３大柱のうち職員研修、調査研究の２部門の予算がゼロ査定と

なった。最終的にはこの２部門に対し、社会省内の調整によって予算配分が行われたが、これ

ら部門に対するインドネシア側の理解が低いことがうかがえる。

　また、予算要求についてもNVRCの要求方法に疑問がある。2000/2001年訓練資機材の予算

要求では、社会省の「要求は昨年度比40％アップを最大とする」という規定を無視し、100％

アップ（２倍）の要求を出すなど、無理な要求を行っている部分が見受けられる。さらに、要

求が通らない場合はその部分について安易に日本側に頼ろうとする部分もあり、自助努力を推

進しようとする面が薄い。

　平成10年度（1998/1999年）は、不足した予算について日本側の緊急援助によって対応、平

成11年度はローカルコスト負担によって対応したが、今後はこのような措置が講じられるかど

うかは不明であり、インドネシア側の自助努力を促すためにもインドネシア側独自で予算確保

を行う必要がある。

(2) 解決策

　社会省及びNVRCはプロジェクト活動推進に必要な予算の確保に十分な努力を行う。またた

とえ予算の査定が満足な結果でなかったとしても、安易に日本側に頼らず、社会省内で調整す

るなど、さらなる確保をインドネシア側独自で行う。

　また、NVRC予算につき、国家開発企画庁（BAPPENAS）表敬時に現状の予算では訓練用

資機材の不足などによりプロジェクト活動推進に支障がある旨説明し、これら訓練用資機材や

職員研修、調査・研究部門に対する予算配分の理解を求めた。予算要求の形には通常業務に必

要な恒常経費予算と単年度的に発生する開発予算とがあり、前者は大蔵省の管轄、後者は

BAPPENASの管轄である。NVRCが職員研修、調査・研究部門に対する予算要求を開発予算

として要求したことに対し、BAPPENASは疑問を示したたものの、予算的に不足しているこ
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とは認め、今後は大蔵省と連携を取りながら予算配分を検討する旨発言した。さらに、訓練用

資機材につき、もし大蔵省が予算カット等を行ったとしても、不足分についてはBAPPENAS

の努力により手当する旨発言があった。

　NVRC訓練資機材の予算要求が昨年度比２倍となっていることについては、MAPPENASに

てNVRCの予算不足の状況が理解されたことから、不問とした。

５－２　プロジェクト・デザイン・マトリックスに対する理解

(1) 理解

　本プロジェクトはプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に則り運営・管

理されているが、プロジェクト活動推進の中で必ずしもPCMが活用されていない。本プロジェ

クトの目標、成果、活動などをまとめたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）も

広く周知されているという状態ではなく、調査時にNVRC部課長クラス（計16名）にPCMに

ついて聞いたところ、内容を知っているというものはおらず、聞いたことがあるというものも

２名しかいなかった、NVRC所長であるRifai氏は社会省課長時代にJICAの「PCM集団研修」

を受講しているが、NVRC職員に周知している状況ではない。

　また、派遣している専門家についてもPCMの講習等を受講していないことから理解が低い。

(2) 解決策

　PCM手法に関する専門家を派遣し、日本人専門家も含めたカウンターパートに対しセミナー

を行う。これによりPCM手法やPDMに対する理解を深め、今後のプロジェクト運営・管理に

活用する。

５－３　職業リハビリテーションシステム確立に対する社会省内の組織的調整

(1) 現状

　本プロジェクトにおいては、全国展開可能な職業リハビリテーションシステムの確立を目的

としている。職業リハビリテーションシステムには職業募集・紹介システムが含まれている

が、職業リハビリテーションの経験のない社会省ではこの分野の活動が特に弱い。社会省では

社会リハビリテーションのみの経験しかなく、全国に７箇所ある社会リハビリテーションセン

ターでは労働市場を新たに開拓することは組織的に難しい。労働市場に関するネットワークは

労働省が有しており、また、インドネシア国では障害者の雇用促進は労働省の管轄であること

から、全国的な雇用促進を考えた場合、労働省の協力が不可欠である。

　そのため、労働省に対して協力要請を行ったが、正式な形ではなく、労働省の活動としては

セミナーに対する講師派遣、委員会への出席にとどまっている。



－16－

(2) 解決策

　職業募集・紹介システムを含む職業リハビリテーションシステムの確立を念頭に置いて社会

省内の組織的調整を行う。これには地方にある社会リハビリテーションセンターの協力が必要

であるが、特に職業募集・紹介システムについてはこれらの活動を地方まで広く活動できるよ

うな教育を行う。

　労働省に対する協力要請については本調査団にて行うことは見送った。社会省から、まだ正

式な形で労働省に要請しておらず、社会省と労働省とのデマケーション案も確定していないこ

とから、時期尚早と判断した。労働省に対する協力要請はインドネシア側で調整を行ったうえ

で平成12年度派遣予定の巡回指導調査団にて対応することとする。

５－４　カウンターパート配置に関する問題

(1) 現状

　配置されているカウンターパートの専門性があまり重視されておらず、個々の専門分野以外

の分野に配置されている状況が見受けられる。これは職業指導分野にその傾向が強い。そのた

め専門知識がないままに訓練生を指導している場合もあり、技術移転上、その効率性に疑問が

ある。

(2) 解決策

　Rifai所長は専門分野を考慮した配置とそうでない配置を行っていると説明した。その理由

はFunctional Staffとしていろいろ経験を積むことにより昇格していく人材と、専門性を重視

した人材が混在している状況にあるということであった。Functional StaffはNVRCで培った

経験を他の社会リハビリテーションセンターで生かす目的を持つとの説明があり、これは職業

リハビリテーションシステムを全国的に展開していくことを目的とした場合、ある程度は認め

られるものとして、本調査団では問題としなかった。しかし、Rifai所長は各々カウンターパー

トの専門分野の重要性に対する認識は持っており、将来的には専門分野を中心に考えた配置を

行う旨発言した。
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６．プロジェクト実施に係る留意点

６－１　PCMの浸透不足

　研究開発部、職業訓練部門のコンピューター、縫製には日本から長期専門家が派遣されておら

ず、これらの部門を中心として、職業リハビリテーションの概念についての理解、プロジェクト

の目標についての理解が十分ではない。こうした理解を得るためにはプロジェクトの主に関係者

が参加して行われるPCMワークショップを開催することが、有効な手段である。現在日本人専門

家チームは、各分野ごとにPDMをブレイクダウンした技術移転計画を作成中であるが、国立障害

者職業リハビリテーションセンター（NVRC）のスタッフは、PCMについてほとんど理解してい

ない状況にあった。

　PCMに基づく今後の活動のため、平成12年度の早い段階に、PCMワークショップを開催し、

PCMの浸透を図ることが必要である。

６－２　職業指導に関する労働省との連携

　現在までのところ、職業リハビリテーションの一環としての職業指導、訓練修了生に対する広

域職業紹介システムは確立されていない。

　社会省は障害者の職業リハビリテーションを所管しているが、職業紹介は労働省が所管してい

る。このため、プロジェクトの目標とする職業指導、広域職業紹介のためには、労働省との連携

が不可欠である。

　調査団は、社会省、NVRC所長及び日本人専門家チームとの協議において、次のようなステッ

プで労働省との連携、システムの確立に取り組むべきであることを確認した。

　第１のステップは、社会省サイドにおいて、NVRC、他の７つの身体障害者リハビリテーショ

ンセンターにおける職業紹介システムを再構築する。NVRCの調査研究部門と職員研修部門は、

この過程で中心的な役割を果たすことが求められる。

　第２のステップでは、労働省との連携により、NVRCを含め８つの身体障害者リハビリテーショ

ンセンターと、地方労働事務所等を拠点とする広域職業紹介システムを構築する。

　なお調査団は、国家開発企画庁（BAPPENAS）に対しても上記文脈に沿って調査研究部門と職

員研修部門への開発予算の重要性を説明した。

６－３　双方のコミュニケーション

　1999/2000年度NVRCが訓練に必要な機材費を把握できないまま予算要求したため機材の不足に

至ったこと、1999年初めのNVRCの人事異動では相当数のカウンターパート（C/P）の異動が行わ

れ、技術移転が一部振り出しに戻ったこと、1999年６月にNVRCがまとめた2000/2001年度予算要



－18－

求書では財政当局に極端に大きな額を要求していることなど、プロジェクトの運営に支障を来た

したいくつかの問題は、今後、日本人専門家チームとC/Pのコミュニケーションを十分密接にする

ことで改善されると見込まれる。

　このため調査団は、正式なプロジェクト運営委員会のほかに、日本人専門家チームとC/Pの会合

をより頻繁に開催し、各分野に共通する基本的事項について、より自由なコミュニケーションが

できるよう求めた。

６－４　自前収益

　縫製訓練で作られた服飾の販売など、NVRCは施設、機械設備を利用して自前の収益を得る努

力を行っている。調査団は、施設運営の自立発展のため、この自前収益を拡大することを奨励し

た。
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